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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 4.3 ▲ 6.0 ▲ 3.6 2.7

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 7.1 12.1 ▲ 22.9 28.8 ##

④組合負担等見込額 ▲ 16.1 ▲ 34.6 ▲ 15.9 ▲ 11.9 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 27.2 6.3 ▲ 7.0 ▲ 15.2 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 7.0 ▲ 1.9 ▲ 10.1 8.4

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 6.1 ▲ 2.9 ▲ 23.4 0.4

特定歳入〔都市計画税以外〕    皆減    皆増    皆減

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 3.8 ▲ 5.0 ▲ 1.6 0.4

充当可能財源等(B) ▲ 4.9 ▲ 4.5 ▲ 6.7 0.4

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額
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◎ 将来負担比率の状況と推移



31 　　　　　篠栗町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） ▲ 1.4 ▲ 3.1 ▲ 3.3 1.4

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 15.0 ▲ 12.8 ▲ 21.8 ▲ 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.0 ▲ 1.1 0.1 1.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 3.9 ▲ 1.7 ▲ 1.2 ▲ 3.3

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 0.7 ▲ 1.5 ▲ 3.7 ▲ 6.9 ##

④組合負担等見込額 6.2 ▲ 9.1 ▲ 0.5 ▲ 13.5 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 8.2 ▲ 6.2 ▲ 3.8 ▲ 19.9 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 2.2 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 5.6

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 0.3 5.6 7.2 7.8

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 34.0 574.5 ▲ 92.8 ▲ 14.0

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 0.3 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 2.5

充当可能財源等(B) 0.2 0.2 0.3 0.3

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 180.3 ▲ 75.6    皆減
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◎ 将来負担比率の状況と推移



32 　　　　　志免町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 3.4 1.3 1.5 1.0

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) 3.3 1.2 5.0 ▲ 0.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 3.4 1.3 1.0 1.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳
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⑪組合連結実質赤字額
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 27.9 5.6 10.1 9.9

②債務負担行為 ▲ 16.7 ▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 33.3 ##

③公営企業債等繰入見込額 0.3 1.1 10.0 ▲ 8.6 ##

④組合負担等見込額 ▲ 19.8 ▲ 25.9 ▲ 12.2 ▲ 6.3 ##

⑤退職手当負担見込額 33.1 ▲ 92.5 102.6    皆減 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 56.7 64.5 ▲ 16.7 45.0 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 18.8 1.5 8.9 6.0

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 11.2 ▲ 0.2 8.1 ▲ 7.2

特定歳入〔都市計画税以外〕

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 8.0 2.7 2.1 2.8

充当可能財源等(B) 2.3 1.9 3.6 0.2

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 242.3 ▲ 0.2 30.5 25.1
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◎ 将来負担比率の状況と推移



34 　　　　　新宮町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 5.3 2.3 1.1 2.0

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) 1.3 ▲ 5.9 ▲ 4.0 ▲ 3.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 5.9 3.6 1.8 2.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 6.3 3.4 2.2 1.8

②債務負担行為    皆減 ##

③公営企業債等繰入見込額 2.4 0.0 5.4 6.6 ##

④組合負担等見込額 ▲ 25.3 ▲ 28.9 ▲ 16.3 ▲ 14.5 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 9.1 1.9 ▲ 1.1 ▲ 9.4 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 2.0 0.8 2.8 2.7

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 0.3 ▲ 9.8 0.9 7.8

特定歳入〔都市計画税以外〕    皆増    皆減

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 3.4 ▲ 0.7 ▲ 0.3 0.6

充当可能財源等(B) ▲ 2.4 ▲ 3.1 ▲ 0.1 2.4

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 48.2 27.2 17.8 3.8
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平成30年度平成26年度 平成27年度
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＝

2,538,291

4,985,5605,552,664

11,123,004

H27決算

10,870,401
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2,074,941

11,212,810
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0
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0
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0
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8,204,100
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 1.3 0.7 0.5 0.3

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 11.1 ▲ 2.7 ▲ 8.7 ▲ 4.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 3.3 1.1 1.7 0.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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5,508,646
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666,230

H29決算
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4,652,868

H26決算 H27決算
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H27決算H26決算

749,729

4,860,108 4,943,955 4,985,560

H28決算 H30決算H29決算

5,535,790 5,552,664

H30決算

　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

12,595 12,844 12,945 13,305 13,661 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30決算

百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合連結実質赤字額
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 10.1 ▲ 5.6 ▲ 3.7 1.6

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 57.0 ▲ 95.5 34.1 23.1 ##

④組合負担等見込額 ▲ 9.7 ▲ 14.2 ▲ 1.9 ▲ 7.3 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 1.4 ▲ 4.8 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 9.3 ▲ 5.6 ▲ 3.1 0.1

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 10.1 ▲ 0.7 ▲ 1.0 ▲ 5.3

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 49.3 ▲ 4.5 10.7 89.4

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 5.4 ▲ 6.8 2.7 ▲ 1.1

充当可能財源等(B) ▲ 10.3 ▲ 3.9 1.2 0.4

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額
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添田町
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 3.1 ▲ 3.5 ▲ 3.4 ▲ 1.8

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 1.4 ▲ 10.8 ▲ 13.2 ▲ 6.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 4.4 ▲ 1.5 ▲ 0.9 ▲ 0.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 0.7 ▲ 0.2 ▲ 2.6 ▲ 2.4

②債務負担行為 ▲ 14.6 ▲ 21.8 ▲ 36.8 ▲ 4.9 ##

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 5.1 ▲ 6.2 ▲ 9.6 ▲ 6.7 ##

④組合負担等見込額 ▲ 26.8 ▲ 26.5 ▲ 6.3 63.2 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 4.4 ▲ 0.4 ▲ 1.7 ▲ 3.8 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 3.0 ▲ 3.4 ▲ 5.7 ▲ 3.4

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 7.1 ▲ 1.4 10.6 3.7

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 4.5 3.5 ▲ 12.8 ▲ 5.6

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 4.4 ▲ 3.0 ▲ 5.0 ▲ 3.2

充当可能財源等(B) ▲ 0.7 ▲ 2.4 0.4 ▲ 0.5

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 ▲ 76.0    皆減
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◎ 将来負担比率の状況と推移



46 　　　　　大刀洗町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 0.7 ▲ 1.1 0.5 ▲ 0.2

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 3.8 ▲ 2.6 ▲ 4.3 ▲ 4.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 1.7 ▲ 0.8 1.6 0.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 1.8 7.6 4.2 ▲ 2.7

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 0.7 ▲ 3.9 ▲ 4.3 ▲ 5.6 ##

④組合負担等見込額 4.0 ▲ 3.5 ▲ 5.5 ▲ 9.5 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 5.4 ▲ 4.6 ▲ 2.6 ▲ 2.6 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 1.7 2.6 1.1 ▲ 3.4

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 4.7 7.7 1.8 4.1

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 44.2 ▲ 28.3 ▲ 44.6 22.4

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 1.2 ▲ 4.2 ▲ 0.4 12.6

充当可能財源等(B) ▲ 1.7 ▲ 1.5 ▲ 0.6 10.1

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 ▲ 1.4 25.3 8.1 ▲ 56.5
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◎ 将来負担比率の状況と推移



60 　　　　　築上町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 0.3 ▲ 1.3 ▲ 1.3 ▲ 1.7

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 11.2 1.4 0.1 ▲ 2.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.6 ▲ 1.8 ▲ 1.6 ▲ 1.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 1.3 ▲ 1.8 ▲ 3.9 ▲ 6.0

②債務負担行為    皆増 ▲ 12.4 ▲ 4.6 ▲ 4.9 ##

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 2.2 ▲ 3.8 2.1 ▲ 7.9 ##

④組合負担等見込額 ▲ 16.6 ▲ 30.5 ▲ 4.4 54.8 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 4.4 ▲ 2.6 ▲ 9.2 ▲ 8.2 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 1.7 ▲ 3.0 ▲ 1.8 ▲ 6.3

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 2.2 ▲ 11.4 1.3 ▲ 13.2

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 7.8 ▲ 17.5 ▲ 16.5 ▲ 10.1

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 1.9 ▲ 1.6 ▲ 4.1 ▲ 4.4

充当可能財源等(B) ▲ 2.2 ▲ 4.6 ▲ 3.1 ▲ 6.7

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 0.5 3.6 3.5 ▲ 4.9
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◎ 将来負担比率の状況と推移



44 　　　　　筑前町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 0.8 ▲ 3.0 ▲ 0.1 1.0

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) 0.4 ▲ 6.9 ▲ 3.3 ▲ 1.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 0.9 ▲ 1.9 0.8 1.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 2.4 0.8 5.9 13.6

②債務負担行為 ▲ 33.3 ▲ 50.0    皆減 ##

③公営企業債等繰入見込額 7.3 0.5 7.8 4.5 ##

④組合負担等見込額 ▲ 19.4 ▲ 32.6 ▲ 12.9 36.2 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 0.8 1.5 ▲ 9.0 ▲ 23.1 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 1.3 ▲ 0.3 3.8 10.0

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 16.6 ▲ 3.8 ▲ 10.3 ▲ 3.6

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 7.0 ▲ 2.4 ▲ 5.0 ▲ 9.5

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 2.5 1.7 0.1 10.5

充当可能財源等(B) 10.2 ▲ 1.6 ▲ 5.9 2.5

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額
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0

2,486,509

59,488

H30決算

70,564

0

0

3,367,213

-

H30決算

東峰村

－

平成28年度

－ －

平成29年度

将来負担比率
平成30年度平成26年度 平成27年度
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0

0
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H27決算
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8,85913,289

平成30年度
将来負担比率

170,424
＝

▲ 1,425,407

1,212,2191,382,643

4,792,620

H27決算

4,973,511

H28決算

▲ 2,024,018

5,054,945

▲ 2,096,504▲ 1,667,050 ▲ 1,616,890 ▲ 1,425,407

H26決算

2,562,519

0

00

2,920,144

4,587,194

2,958,441

76,277

0

1,948,398

70,902
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0

2,987,560

1,996,483

127,957

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

323,163

0

325,851

0

109,568 88,275

2,578,512
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0
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3,061,056

0

4,792,620

0
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2,873,019
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－

＝
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H28決算 H29決算

59,522
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＝

－
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－
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137,892
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0
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0
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0

0

0
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◎ 将来負担比率の状況と推移



45 　　　　　東峰村
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 3.9 ▲ 6.7 ▲ 7.1 1.1

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 4.3 ▲ 22.7 ▲ 21.9 0.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 5.8 ▲ 3.3 ▲ 4.6 1.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

217,167 169,658

1,472,682

H28決算

280,922

H29決算

170,424

1,226,889

H26決算 H27決算

1,297,959

1,520,311 1,578,881

H27決算H26決算

293,422

1,255,515 1,198,175 1,212,219

H28決算 H30決算H29決算

1,367,833 1,382,643

H30決算

　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合連結実質赤字額
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳
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特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 0.1 4.5 ▲ 3.6 ▲ 4.0

②債務負担行為 ▲ 11.8 ▲ 13.3 ▲ 15.4 ▲ 18.2 ##

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 6.4 ▲ 5.4 ▲ 4.8 ▲ 1.9 ##

④組合負担等見込額 27.7 ▲ 12.0 8.5 ▲ 12.4 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 39.7 ▲ 15.7 ▲ 33.4 ▲ 40.3 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 3.9 ▲ 0.2 ▲ 4.6 ▲ 4.0

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 9.4 ▲ 17.0 0.1 ▲ 7.3

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 12.4 ▲ 4.0 ▲ 80.5 ▲ 61.1

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 0.9 3.1 ▲ 2.5 ▲ 1.9

充当可能財源等(B) ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 2.9 ▲ 3.2

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 ▲ 10.5 7.0 ▲ 11.0 ▲ 7.2
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◎ 将来負担比率の状況と推移



35 　　　　　久山町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 2.1 0.0 3.6 1.7

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 3.1 2.4 0.3 ▲ 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.9 ▲ 0.4 4.2 2.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 2.0 2.9 1.2 ▲ 3.2

②債務負担行為 211.4 3.9 ▲ 1.8 ▲ 5.8 ##

③公営企業債等繰入見込額 5.1 0.7 6.5 7.0 ##

④組合負担等見込額 ▲ 0.3 13.0 10.1 ▲ 19.2 ##

⑤退職手当負担見込額 25.5 ▲ 15.0 ▲ 11.6 ▲ 3.8 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 5.0 1.6 1.9 ▲ 2.4

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 1.1 6.2 ▲ 1.6 ▲ 7.0

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 16.0 523.7 ▲ 90.2 ▲ 32.8

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 3.4 2.9 2.2 ▲ 4.2

充当可能財源等(B) 1.8 4.3 0.6 ▲ 5.2

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額    皆増 ▲ 93.6 740.6 194.0
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0
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H30決算
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広川町
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 1.0 0.7 0.1 1.1

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 4.5 ▲ 0.1 2.7 ▲ 2.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.0 0.9 ▲ 0.3 1.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 1.4 ▲ 4.1 1.5 ▲ 0.8

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 8.8 ▲ 2.2 22.6 4.3 ##

④組合負担等見込額 ▲ 9.7 ▲ 28.1 ▲ 2.3 ▲ 5.9 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 6.6 ▲ 2.6 4.5 ▲ 1.6 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 2.1 ▲ 4.2 1.9 ▲ 0.9

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 6.3 0.3 7.4 ▲ 1.5

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 0.2 ▲ 0.7 2.4 1.4

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 2.8 ▲ 1.6 ▲ 1.1 ▲ 3.4

充当可能財源等(B) 1.7 ▲ 0.6 3.4 ▲ 2.0

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額

14,212,495

0

18,569,421

3,173,139

H30決算

164,735

0

0

23,153,378

-

H30決算

福智町

－

平成28年度

－ －

平成29年度

将来負担比率
平成30年度平成26年度 平成27年度
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0
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0

0
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00

平成30年度
将来負担比率

1,585,751
＝

▲ 12,801,677

5,632,4987,218,249

35,955,055

H27決算

35,479,805

H28決算

▲ 12,550,998

35,688,286

▲ 11,757,508▲ 10,652,265 ▲ 13,319,559 ▲ 12,801,677

H26決算

16,464,791

0

00

24,440,499

35,092,764

23,930,778

3,080,060

0

15,547,913

3,074,475
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0

17,494,459

15,119,352

69,826

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0
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0

276,182 249,391
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0
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＝
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＝
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－
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0
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0
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0
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◎ 将来負担比率の状況と推移



55 　　　　　福智町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 1.6 ▲ 1.5 ▲ 3.3 ▲ 1.2

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 0.4 0.0 ▲ 10.0 1.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.2 ▲ 1.9 ▲ 1.3 ▲ 2.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

1,729,629 1,556,921
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H28決算
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5,823,523 5,745,336 5,632,498

H28決算 H30決算H29決算

7,302,257 7,218,249

H30決算

　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合連結実質赤字額

▲ 10,652
▲ 11,758

▲ 12,551
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 0.1 2.6 11.0 1.1

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 1.6 4.1 1.4 ▲ 1.8 ##

④組合負担等見込額 ▲ 8.1 ▲ 11.9 ▲ 13.1 ▲ 6.1 ##

⑤退職手当負担見込額 1.2 10.6 8.1 ▲ 0.2 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 0.2 2.9 6.0 ▲ 0.3

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 4.6 0.4 ▲ 0.7 ▲ 2.4

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 8.8 ▲ 8.9 0.4 ▲ 13.3

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 ▲ 5.7 0.9 2.0 3.3

充当可能財源等(B) ▲ 2.6 0.4 1.0 0.9

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額    皆増 1,187.8 ▲ 22.7
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 1.8 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.5

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) ▲ 5.3 ▲ 2.1 ▲ 3.4 ▲ 3.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.9 ▲ 0.2 0.4 ▲ 0.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 3.7 1.5 1.0 ▲ 1.7

②債務負担行為 ▲ 12.6 ▲ 17.1 ▲ 20.3 ▲ 18.9 ##

③公営企業債等繰入見込額 2.5 ▲ 4.5 ▲ 6.4 ▲ 4.6 ##

④組合負担等見込額 ▲ 6.7 2.7 ▲ 74.5 ▲ 21.0 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 3.8 ▲ 1.0 ▲ 1.6 ▲ 2.3 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 1.4 ▲ 0.3 ▲ 4.3 ▲ 2.8

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 5.1 9.5 5.7 3.1

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 11.4 ▲ 11.7 ▲ 17.2 ▲ 21.6

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 0.5 3.1 ▲ 1.8 ▲ 4.0

充当可能財源等(B) 2.2 5.7 1.5 ▲ 0.7

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 1.8 ▲ 1.7 ▲ 1.5 ▲ 1.2

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) 1.3 2.0 ▲ 2.5 1.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 1.9 ▲ 2.3 ▲ 1.3 ▲ 1.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

978,341 953,747

6,822,121

H28決算

959,018

H29決算

966,586

5,866,889

H26決算 H27決算

5,979,406

6,813,990 6,938,424

H27決算H26決算

947,101

5,843,780 5,766,168 5,670,408

H28決算 H30決算H29決算

6,719,915 6,636,994

H30決算

　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成30年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 3.4 ▲ 1.5 31.4 2.3

②債務負担行為 ##

③公営企業債等繰入見込額 3.1 0.9 7.5 4.1 ##

④組合負担等見込額 ▲ 9.2 ▲ 12.7 ▲ 16.3 20.0 ##

⑤退職手当負担見込額 ▲ 26.5 12.7 ▲ 9.1 ▲ 12.8 ##

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ##

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ##

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ##

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ##

⑪組合連結実質赤字額

将来負担額(A) 0.1 ▲ 0.1 16.7 2.6

○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 ▲ 4.9 ▲ 4.2 ▲ 2.0 0.6

特定歳入〔都市計画税以外〕 31.5 27.4 177.2 6.0

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額 0.0 2.4 3.3 ▲ 0.1

充当可能財源等(B) ▲ 1.5 0.2 7.3 0.7

◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額    皆増
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 4.1 ▲ 0.5 ▲ 0.6 0.7

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) 3.1 0.9 ▲ 3.2 4.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 4.2 ▲ 0.7 ▲ 0.2 0.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが
　　必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と
　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に
　　おいて実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　　： ・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般会計等において
　　　実質的に負担することが見込まれる額
　　　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実質的に負担する
　　　ことが見込まれる額
　 　　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　　一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案して
　　　一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合連結実質赤字額
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率
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百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金


